
１ 事務事業に関する基本情報 令和 1 年度

担当係

施　策 5 連絡先

施策体系 4

主な事業

款 5

項 1

目 3 開始 平成24年度

事業 925 終了 ―

２ 事務事業の概要

4 法令等名→

３ 活動指標、成果指標
単位

A 人

B 集落

C 回

D

単位

A 回

B 人

C ％

D ％

４ コスト
H28年度 H29年度 R2年度

単位 実績 実績 目標 実績 目標 実績 目標

A 人 6 4 5 2 3 1 3
B 集落 5 4 5 2 3 1 3
C 回 18 20 5 12 3 10 3
D

A 回 20 69 10 12 10 12 10
B 人 330 395 300 400 200 300 200
C ％ 100 75 100 100 100 100 100
D ％ 100 25 0 0 50 0 50

千円 26,115 18,638 23,991 9,327 12,430 6,407 12,430
人 0.3 0.3 0.3 0.3 0.3 0.3 0.3

千円 2,400 2,400 2,400 2,400 2,400 2,400 2,400
千円 23,715 16,238 21,591 8,748 12,430 4,007 12,430

国庫支出金（交付金・補助金） 千円

県支出金（交付金・補助金） 千円

地方債（借入金） 千円

事業収入（使用料・参加費等） 千円

一般財源（単町費） 千円 23,715 16,238 21,591 8,748 12,430 4,007 12,430

総合計画に最も
関連ある施策

活力ある産業づくり 0858-72-0144

連携・交流の推進
事業区分

□新規

都市部の人材を受け入れ、地域力の充実・強化を図る ■継続

事務事業計画書兼評価表（A表）

事業番号 925 事業名 地域おこし協力隊事業

担当課 産業観光課 商工観光室

予算区分

農林水産業費 事業実施
主体

■八頭町

農業費 □その他

農業振興費
計画期間

地域おこし協力隊事業

事業の内容

事業の規模や業務量などを具体的に記載。

　地域おこし協力隊員が地域集落に居住し、農業や観光資源の発掘、町外への魅力発信や交流等の活動を行い、地域振興
や活性化を図る。

事業の手段

どういう方法、手順で事業を進めるのか、具体的に記載。

　都市部の人材（若者）を地域おこし協力隊員として委嘱し、地域の課題・実情と隊員の活動目標のマッチングを図ったうえで
各地域集落に居住しながら、その地域の課題解決や活性化に繋がる活動を行う。

事業の対象

誰（何）に対してこの事業を行うのか記載。

　地域おこし協力隊員及び地域住民

事業の目的

誰（何）をどうするためにこの事業を行うのか記載。

　地域の振興及び活性化を図るとともに、地域おこし協力隊員の定住・定着を目標とする。

活動指標

事業の手段を図るものさし

隊員数

活動範囲（集落・地域等）

隊員自主事業（イベント等）

事業の成果
到達点

どんな成果を得たいのか、または、何がどうなれば達成か、具体的に記載。

　地域、集落等の活性化（町の魅力発信や特産品開発、過疎集落を元気にする取組等を行い、地域に賑わいや活力を創出す
る。）や、隊員が任期満了後に引き続き八頭町に定住・定着できるよう、隊員の任期中から自らの起業や就業を見据えた活動
を併せて行う。

根拠法令等 1．法令（義務） 2．法令（任意） 3．条例 4．規則・要綱等 5．なし 地域おこし協力隊推進要綱

区分
H30年度 R1年度

活動指標

成果指標

トータルコスト

成果指標

事業の成果、到達点を図るものさし

マスコミ・講演会等メディア露出頻度（情報発信成果）

隊員自主事業参加者数

定住定着率

起業率

担当職員数

職員人件費

事業費

事
業
費
財
源
内
訳



５ 実施活動内容・成果（到達点） 令和 1 年度

６ 事務事業の評価
評価点 点数

20
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7

0

20
13
7
0

20

13

7

0

20

13

7

0

20

13

7

0

点数 評価点合計

80点以上
60～79点
50～59点
40～49点
30～39点
20～29点
19点以下

７ 課題及び今後の方向性

事務事業計画書兼評価表（B表）

実施活動内容・
成果（到達点）

実施活動内容（具体的に）

　「道の駅はっとう」における地元農産品の充実化や上私都・下私都のまちづくり委員会と連携した小物グッズの販売のほか、
八東駅舎内での飲食店の営業や演奏会の開催等を行い、八東地域を中心とした地域振興活動を行った。

成果（具体的に）

　減少傾向だった「道の駅はっとう」の出荷者数が増加に転じ、それに伴って1年を通して地元農産品が陳列されている状況に
なった。八東駅舎内での飲食店営業も地元の方を中心とした来客があり、駅舎を活用した若桜鉄道の利用促進や地域活性化
にも寄与することができた。

評価項目 チェックポイント 判断理由・評価コメント（具体的に記入のこと）

必要性
（町民ニーズ）

13

①必要性が高い 　町内各所から地域おこし協力隊の受入れに関する相
談や要望があることから、町民のニーズはあると言える。
現隊員（１名）については、「道の駅はっとう」のこれまで
の運営について、新たな視点や切り口での改善・改革を
行うことが求められた。

②どちらかと言えば必要性がある

③必要性が低い

④必要性がない

効率性
（コスト削減の余

地は無いか）

13

①効率的である 　隊員が活動するにあたって必要となる物品や備品の購
入費、隊員の日常的活動・業務の円滑化のためのコー
ディネート委託事業費、町内に居住するために必要な家
賃等については、随時、内容の確認や見直しを行い、コ
ストの削減に努めている。

②どちらかと言えば効率的である

③どちらかと言えば非効率的である

④非効率的である

妥当性
（町が行わなけ

ればならないか）

20

①町が行わないといけない 　地域おこし協力隊事業は特別交付税措置事業でもあ
り、予算の措置・執行も含め、行政的知識や受入体制の
整備等が不可欠なことから、町が業務を行うことが極め
て妥当である。

②どちらかと言えば町が実施

③妥当性が低い

④妥当性がない

成　　果
（目的の達成状

況）

13

①成果が上がっている 　減少傾向だった「道の駅はっとう」の出荷者数が増加に
転じ、1年を通して地元農産品が陳列されている状況に
なった。「八東地域振興㈱」の売上げも前年と比べて増
加しており、隊員を配置したことで一定の成果があったと
言える。

②どちらかと言えば上がっている

③どちらかと言えば上がっていない

④成果が上がっていない

緊急性
（他事業に優先し
実施する必要があ

るか）

13

①緊急性が高い 　少子高齢化や過疎化が進行し、20～30代の若者が集
落から離れていく実情があるなかで、地域おこし協力隊
員が町内に居住することは移住・定住につながり、友人・
知人への情報発信等により交流人口の創出にもつなが
ることから、緊急性は高いと言える。

②比較的緊急性がある

③緊急性が低い

④緊急性がない

４、見直しの上縮小する
５、終期設定し終了

2６、休止
７、廃止

二次評価 事業の方向性 判定説明・意見

一次評価 事業の方向性 判定に至った理由

2
１、拡充する

72
　地域おこし協力隊事業は、移住定住や町の賑わ
いの創出に寄与している。今後も事業を継続してさ
らに交流人口の創出・増加や情報発信を行い、町
の活性化に貢献していただく必要がある。

２、現状維持
３、改善・効率化し継続 評価点に

よる判定

課　題

事業活動に当たり、一番の問題と捉えていること。重点的に手当てする事柄、改善点、工夫したい箇所

　地域おこし協力隊員の受入れを行う各種団体や集落等との協議・調整、居住する家屋の準備等、隊員の募集に係る
十分な事前準備を行うことが課題となっている。

今後の方向性

上記課題を解決していくため、次年度どんな活動を展開していくのか

　次年度の隊員受入れに係る関係団体との協議や調整を早期かつ十分に行い、円滑な隊員活動の開始や受入れ後
の地域住民とのトラブルの回避等に努める。

2

１、拡充する
　人口減少や高齢化の進行が著しい本町において、地域外人材を誘致して定
住・定着を図ることは、「田舎回帰」等都市住民のニーズに応えながら地域力の
維持・強化にも資する重要な取組である。本町では平成24年度から地域おこし協
力隊事業に取り組み、若年層の意欲ある都市住民を受け入れて、一定期間、農
林業・商業・住民の生活支援など様々な地域活動に従事しながら、地域への定
住・定着を図る取組を行っている。隊員によっては、地域活動への参加にとどまら
ず、地域資源の発掘や地域の魅力発信など新たな産業を創出するような活動も
行ってきており、地域の活性化にも寄与しているところである。活動・成果指標を
見るに、隊員の配置は定着化し、任期後の定住定着率も高い水準にあることか
ら、一定の成果を挙げることができていると認められる。任期後の隊員の定住に
ついては、生計を立てられるだけの収入を継続して確保することができるかどう
かがポイントとなっており、任期中から隊員自らがその手法等を模索しながら、町
としても、助言や関係機関との調整、起業に係る財政的支援等十分な対策を行っ
て行く必要があると考える。また、地域おこし協力隊の受入れには、外部人材の
登用による集落機能の維持・活性化という目的もあるため、今一度その重要性を
認識したうえで隊員活動の在り方について再検討するとともに、受入地域や団体
の意向と隊員の活動理念・目標との調整等を十分に行ったうえで、効果的な事業
の推進に努めていただきたい。

２、現状維持

３、改善・効率化し継続

４、見直しの上縮小する

５、終期設定し終了

６、休止

７、廃止


